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平成１９年度　各会計当初予算（案）総括表

　　　（単位：千円・％）

平成　１９　年度 平成　１８　年度

 会計名 予　 　算　 　額 ６月補正予算後 増減率

（　　）内は特殊要因を除いた場合

73,490,000 71,035,023 2,454,977 3.5 　＊特殊要因　まちづくり債借換に伴う償還 300,000

( 72,097,298 ) ( 1,062,275 ) ( 1.5 ) 　＊特殊要因　北海道市営競馬組合清算金 1,042,702

　＊特殊要因　ばんえい競馬財政調整基金積立金 50,000

国民健康保険会計 17,574,936 15,926,091 1,648,845 10.4

老人保健会計 14,178,071 13,782,396 395,675 2.9

介護保険会計 8,444,054 7,891,765 552,289 7.0

中島霊園事業会計 139,978 43,730 96,248 220.1

簡易水道事業会計 62,987 77,717 △ 14,730 △ 19.0

農村下水道事業会計 111,413 125,628 △ 14,215 △ 11.3

ばんえい競馬会計 11,578,753 11,578,753 皆増

駐車場事業会計 163,747 173,748 △ 10,001 △ 5.8

空港事業会計 629,007 617,731 11,276 1.8

52,882,946 38,638,806 14,244,140 36.9

収　入 5,412,425 5,472,491 △ 60,066 △ 1.1

支　出 6,442,230 6,462,747 △ 20,517 △ 0.3

収　入 5,991,707 6,410,696 △ 418,989 △ 6.5

支　出 7,319,425 7,743,804 △ 424,379 △ 5.5

収　入 11,404,132 11,883,187 △ 479,055 △ 4.0

支　出 13,761,655 14,206,551 △ 444,896 △ 3.1

収　入 137,777,078 121,557,016 16,220,062 13.3

支　出 140,134,601 123,880,380 16,254,221 13.1

※平成18年度6月補正後予算額とは、平成18年度当初予算が骨格予算だったため、当初予算額に6月補正における政策的予算額を加えたものです。

企　業　会　計　合　計

総 合 計

特 別 会 計 合 計

下水道事業会計

水道事業会計

区  分 備                         考比　較　増　△　減

一 般 会 計
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平成１９年度　一般会計当初予算（案）　歳入歳出総括表
(歳　　入) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額(A-B) 増減率

5. 市 税 22,539,658 30.7 21,283,891 30.0 1,255,767 5.9

10. 地 方 譲 与 税 1,059,494 1.4 2,247,290 3.2 △ 1,187,796 △ 52.9

15. 利 子 割 交 付 金 115,927 0.1 81,115 0.1 34,812 42.9

16. 配 当 割 交 付 金 60,752 0.1 13,933 0.0 46,819 336.0

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 136,417 0.2 22,657 0.0 113,760 502.1

18. 地 方 消 費 税 交 付 金 2,022,388 2.7 2,018,815 2.8 3,573 0.2

20. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 5,766 0.0 6,548 0.0 △ 782 △ 11.9

30. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 284,965 0.4 289,679 0.4 △ 4,714 △ 1.6

35.
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 74,953 0.1 63,392 0.1 11,561 18.2

37. 地 方 特 例 交 付 金 265,448 0.4 548,370 0.8 △ 282,922 △ 51.6

40. 地 方 交 付 税 13,876,230 18.9 13,865,022 19.5 11,208 0.1

45. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 54,000 0.1 54,000 0.1 0 0.0

50. 分 担 金 及 び 負 担 金 762,182 1.0 753,427 1.1 8,755 1.2

55. 使 用 料 及 び 手 数 料 2,262,723 3.1 2,249,300 3.2 13,423 0.6

60. 国 庫 支 出 金 9,265,510 12.6 8,895,283 12.5 370,227 4.2

65. 道 支 出 金 2,930,343 4.0 2,494,272 3.5 436,071 17.5

70. 財 産 収 入 193,045 0.3 487,892 0.7 △ 294,847 △ 60.4

75. 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

80. 繰 入 金 480,415 0.6 379,677 0.5 100,738 26.5

85. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

90. 諸 収 入 11,508,982 15.7 10,099,658 14.2 1,409,324 14.0

95. 市 債 5,590,800 7.6 5,180,800 7.3 410,000 7.9

73,490,000 100.0 71,035,023 100.0 2,454,977 3.5合 計

平成１８年度６月補正後 比　較　増　△　減平　成　１９　年　度
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(歳　　出) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額(A-B) 増減率

5. 議 会 費 332,286 0.4 334,579 0.5 △ 2,293 △ 0.7

10. 総 務 費 2,319,299 3.2 2,139,005 3.0 180,294 8.4

15. 民 生 費 19,977,076 27.2 19,081,773 26.9 895,303 4.7

20. 衛 生 費 3,060,612 4.2 2,999,314 4.2 61,298 2.0

25. 労 働 費 84,384 0.1 80,850 0.1 3,534 4.4

30. 農 林 水 産 業 費 2,834,439 3.9 3,068,555 4.3 △ 234,116 △ 7.6

35. 商 工 費 7,037,610 9.6 6,631,743 9.3 405,867 6.1

40. 土 木 費 7,287,356 9.9 7,351,734 10.4 △ 64,378 △ 0.9

45. 消 防 費 543,136 0.7 319,044 0.5 224,092 70.2

50. 教 育 費 5,013,964 6.8 5,114,571 7.2 △ 100,607 △ 2.0

55. 公 債 費 9,949,073 13.5 9,472,944 13.3 476,129 5.0

60. 諸 支 出 金 3,142,580 4.3 2,092,452 2.9 1,050,128 50.2

65. 職 員 費 11,868,185 16.1 12,308,459 17.3 △ 440,274 △ 3.6

70. 予 備 費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

73,490,000 100.0 71,035,023 100.0 2,454,977 3.5

平　成　１９　年　度

合 計

平成１８年度６月補正後 比　較　増　△　減
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主　要　事　業　調

（単位：千円）

特定財源 一般財源

（仮称）生活安全条例制定に向けた取り組み 625 625 ９月議会提案予定
(新規)

市民提案型協働のまちづくり支援事業補助金 1,650 1,650
(新規)

（支援事業）

・桜並木の整備
・子どもと扶養者中心とした交流・学習・連携
・多世代・多種世帯が協働する支えあいのある
　暮らしと住まい
・子どもへの暴力防止と地域の暴力根絶

コミュニティ施設の整備

帯広の森コミュニティセンター改修工事 10,000 7,500 2,500
市債 

7,500

栄福祉センター移転改築事業(新規) 64,128 47,000 17,128 用地取得　場所：西17条北1丁目 平成20年度　改築工事
市債 　　　　　　　取得面積：1,406㎡

47,000 実施設計

マディソン市長招聘負担金(新規) 1,000 1,000
基金繰入金

1,000
　・セミナー、講演、レセプション、マディソン市紹介展 
　　帯広・マディソン交流協会負担金

ﾘｻｰﾁｱﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ

Ｒ＆Ｂ構想の策定(新規) 929 929

暖房配管・外壁の改修工事

国際姉妹都市を締結したマディソン市について、広く市民に周
知を図るとともに、同市長を招聘し、マディソン市への理解と関
心を高めるイベント等を開催

帯広市が進める防犯対策を体系化、横断的取り組みの推進、さ
らには市民へ向けたメッセージ性の確保を図るため、同条例の
制定に向けた取り組みの実施

産学官連携による地域産業の活性化、複合化、高度化を推進
関係機関やアドバイザーから様々な意見を聞きながら構想を策
定するとともに、策定後、市民周知を目的にパンフレットの作成
や講演会を開催

総 務 費

・楓の植樹・管理による生活環境の創造

市民団体等が、主体的に実施する帯広市のまちづくりにつなが
る市民協働の取り組みを支援

・都市緑地の保全と教育環境の充実

事　　　　　業　　　　　名 事 業 内 容 備 考事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

耳マークの設置（新規） 40 40 聴覚障害者への理解と聴覚障害者が利用しやすい環境を整え
る事を目的に、耳マークの表示板を窓口に設置

（耳マーク） 　２００個
（設置場所）　市庁舎、支所、コミュニティセンター等

地域自立支援協議会の設置（新規） 242 242 市町村が相談支援事業をはじめとするシステムづくりに関し、
中核的役割を果たす協議の場として設置するもの

　　　　　　　保健・医療関係者、障害者関係団体、学識経験者等

68,873 55,235 13,638 障害者自立支援法の着実な定着を図るため、平成２０年度
国庫負担金 までの特別対策として利用者負担額軽減の拡大等を実施

10,731
国庫補助金 （主な内容）

27,259 ①利用者負担の軽減拡大 （対象者）
道負担金 ・通所・在宅サービス利用者の１割負担上限額の引き下げ 現行　115人→変更後　173人

5,366 （1/2→1/4）と軽減対象世帯の拡大（市民税非課税世帯
道補助金 →市民税所得割10万円未満[収入約600万円未満]）

11,879 ・施設入所者の工賃控除見直し（年間28.8万円まで全額控除） （対象者）　107名
②事業者に対する激変緩和措置
・利用料日割化に伴う減収分の対策として実施している従前額
保障の引上げ（80％→90％）
・通所事業者に対する送迎サービス費用の助成
③新法への移行等のための緊急的経過措置
・施設入所者のうち、生産活動に従事し工賃収入を得た低所得 （対象者）　107名
　者に対し、勤労意欲向上のため給付金を給付
・進行性筋萎縮症者の療養等給付事業受給者のうち低所得者 （対象者）　6名
　に対して大幅な費用負担増に配慮し給付金を給付
・障害児を育てる親の相談支援充実のため、障害児と保護者の
　交流の場の整備や遊具等の設置を行った場合一定額を補助

自立支援給付利用者負担軽減の拡大（拡充）

民 生 費

（構成員）　相談支援事業者、福祉サービス事業者、

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

自立支援医療の独自軽減（拡充） 13,502 13,502 低所得者の負担軽減を図るため、利用者負担額を現行の半額
まで独自軽減するもの（平成20年度までの時限措置）

（対象者の条件）　所得税非課税世帯であること
（対象者の条件）　預貯金額が一定額以下であること
（対象者数）　　　　２７０人
（事務の委託）　　 十勝地方腎友会

生活保護受給者の人工透析費用の取扱い 160,426 120,319 40,107 執行科目の変更
国庫負担金

80,213
道負担金

40,106

高齢者バス券交付事業（拡充） 63,000 63,000

交付率：78.1％、使用率：87.9％　予算額：70,000千円
・Ｈ19　交付率：80.6％、使用率：80.0％　予算額：62,000千円
（利用増進策）
現行の100円券に加え、少額券（50円券、10円券）を作成、配布

税制改正の影響により現行の

所得税非課税まで拡大すること

ままだと
Ｈ19：9,831人
　　　　↓

により
Ｈ19：11,912人（2,081人救済）

Ｈ17：11,546人（市民税非課税）
Ｈ18：12,746人（市民税非課税）

平成１９年度より交付基準を所得税非課税世帯へ拡充するもの

（平成１８年度予算額等）

備 考

（対象者）　　入院９人、通院２８人

援医療（更生医療）へ移行

（交付対象者）

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

生活保護受給者の人工透析患者費用を生活保護費より自立支

事 業 内 容
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

小規模多機能型居宅介護施設の整備（新規） 30,000 30,000 「通い」を中心とし、要介護者の様態や希望により「訪問」「泊ま
国庫補助金

30,000
（整備箇所）　広陽・若葉地区 　　１箇所
（整備箇所）　川北地区・   　　　　１箇所

30,000 30,000 認知症の進行を緩やかにし、認知症高齢者が精神的に安定し
国庫補助金 た生活を送ることができるよう支援する共同居住の場を整備

30,000
（整備箇所）　広陽・若葉地区　 　１箇所
（整備箇所）　西帯広・開西地区　１箇所

先輩ママさん訪問員制度（新規） 8,465 8,465

ゴミ袋を配布

（内容）　　先輩ママさん養成講座　　４～７月（予定）
（内容）　　ゴミ袋等の配布　　　　　 　８月～（10ℓ＊20袋　１年分）
（対象者） 平成19年4月1日以降の新生児　　約1,400人

農村部子育て助っ人ファミリー事業（新規） 459 459 へき地保育所の延長保育の代替として、保育所送迎及び一時
預かりを地域で実施する「互助制度」を純農村部（広野・富士・
清川）の保育所を対象に導入するもの

（実施時期）　平成19年7月（予定）

認知症高齢者グループホームの整備（新規）

左の財源内訳
事 業 内 容事　　　　　業　　　　　名

り」を組み合わせるサービスを提供する場の整備

事業費 備 考

訪問時には、子育ての相談に応じたり、子育てガイドブック、

育児の孤立化、育児不安を軽減するため、希望者に対し先輩
ママさんが新生児のいる家庭を訪問し地域での見守り体制を
確立
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

子ども議会の開催（新規） 子どもたちがまちづくりに関心を持つきっかけづくりのため、市内
の小中学生（児童生徒)の意見を聞く場を設けるもの

（内容）　児童会議（26人）及び生徒会議（15人）の開催
（内容）　子ども市長の日
　　　　　　　　 　～午前中に実際の行政事務執行を経験　　 
（内容）　子ども議会の開催～一般質問の実施

保育所整備事業（新規） 73,312 53,880 19,432 あじさい保育園改築事業法人借入金償還補助 債務負担行為設定
基金繰入金 （施設概要）　鉄筋コンクリート造　２階建 限度額　312,800千円

24,080 （建築面積）　1,215㎡
市債 （定員）　　　　120名

29,800
さくら保育所乳児室増築事業

児童保育センター整備事業（新規） 20,884 5,608 15,276 川西児童保育センター開所
負担金 （設置場所）　川西小学校内

938 （開所時期）　平成19年8月
道補助金

4,670 栄児童保育センター移転
（設置場所）　栄小学校内
（開所時期）　平成20年4月

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

（民間移行保育所）　さくら保育所、ときわ保育所

ときわ保育所改修事業、駐車場用地取得　422㎡

（施設概要）　木造平屋建　50㎡（予定）
　公立保育所の民間移管

民間移行円滑補助金
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

保育所乳児受入枠の拡大（拡充） 21,541 11,225 10,316 保育所における乳児受入数の増加に対応するため経費を増額
負担金

1,286
国庫補助金 （拡大内容）　夜間保育所　　乳児２名分

6,626
道補助金

3,313

子どもの居場所づくり事業（拡充） 1,544 1,544 継続：
つつじが丘小、光南小、東小

　新規：若葉小、啓北小、帯広小、緑丘小
・未実施校での啓発（臨時開設）
・担い手となるボランティア、コーディネーターを養成

放課後子ども広場（新規） 633 633 帯広型の地域児童館として、小学校の余裕教室等を活用し、

　　　　　　　　平成１９年８月以降

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

　      　　　　　　 学童保育を行う

（拡充内容）　私立保育所　　乳児６名分

（開設場所）　川西小学校、栄小学校

学童保育と連携した放課後児童の安心安全対策をモデル実施

（開設時間）　放課後から１６時頃まで、週休日
　　　　　　　　 ※１６時以降保育に欠ける子どものみ指定場所で

・小学校を核として地域ボランティアにより運営される放課後・週
休日等に児童が異なる年齢や地域住民と交流できる場「居場
所」を設置

放課後・週休日等に地域住民ボランティアの協力を得ながら、
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

後期高齢者医療制度について 48,764 48,764 平成18年度に実施された医療制度改革により、７５歳以上の後 （予算内容）
期高齢者について、独立した医療制度（後期高齢者医療制度） 　広域連合負担金
が創設されるもの 　後期高齢者医療制度準備経費

　前期高齢者特別徴収準備経費
（創設時期）　　平成20年4月 　※前期高齢者分は国保会計で
（実施主体）　　保険財政運営：都道府県単位の広域連合 　　 予算計上

　　　　　　　　（北海道後期高齢者医療広域連合） 　総務費：1,324千円
（実施主体）　　保険料徴収等：市町村 　民生費：46,590千円

　国保会計：850千円

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

○（仮称）放課後子ども広場 ○子どもの居場所づくり事業

学童保育
(学校内の児童保育ｾﾝﾀｰ)

16：00頃

学校
居場所づくり事業
(学校内)

16:00放課後 放課後

学校

学童保育（福祉ｾﾝﾀｰ併設の児童保育ｾﾝﾀｰ）

18：00（19：00） 18：00（19：00）

放課後子ども広場　　　

（学校内）

帰宅

下校

学童保育対象ではない
児童は下校

場所は
そのまま

場所は
そのまま

下校

帰宅移動

場所は
そのまま 下校

○「放課後子ども広場」と「子どもの居場所づくり事業」の関係
放課後子ども広場 子どもの居場所づくり事業

いつ 月１回程度　（モデル実施） 週１～２回、月１回
（将来的には日曜・祝日を除く毎日実施する方向） （実施場所によって異なる）

どこで 小学校内で実施（体育館、特別教室を含む） 小学校内で実施（体育館、特別教室を含む）
具体的に 川西小学校、栄小学校（モデル実施） 継続：つつじが丘小、光南小、東小

新規：若葉小、啓北小、帯広小、緑丘小
条件 学校内に児童保育センターが併設されていること ボランティア組織が整っていること

対象者 小学校1～6年生 小学校1～6年生（学童保育対象者の参加は難しい）
調整役 学童保育士、NPO法人等 地域ボランティア
協力者 地域ボランティア 地域ボランティア
活動内容 ○ボランティアによる活動・交流の場の設置

例1）つつじが丘小（毎週 月・木曜日）
自由遊びを基本に工作、お絵かき、料理などを体験
例2）光南小（月1回　土曜日）
工作や料理、お年寄りとの百人一首など

特徴 学童とは別に、地域ボランティアが中心になって運営。

学童保育対象児童も対象外児童も一緒に参加できる。

学校内に児童保育センターが併設されており、学童保育
士も参加して子ども広場を運営。 開催場所が異なることから、学童保育対象児童は参加で

きない。

○16時までは、全ての小学校1～6年生を対象として、地
域ボランティアが活動・交流の場を設ける。

○16時以降は、保育に欠ける児童を中心に、指定場所で
学童保育。
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

５㍑ごみ袋の導入(新規) 9,981 9,981 ５㍑の可燃、不燃ごみ袋を導入し、市民の利便性の向上を図る。平19供給数：約230万枚
手数料

9,981 (導入時期)
(売払価格) 15円/枚

（仮称）クリーンセンター整備事業 15,493 15,493 新たな一般廃棄物最終処分場の整備 平20年～22年   建設工事
発注仕様書作成等 平23年4月供用開始予定
(建設候補地) 池田町字美加登279-3　　20ｈａ
組合事業費：46,414千円

介護老人保健施設整備(新規) （　債務負担行為新規設定　） 介護老人保健施設整備事業法人借入金償還補助 限度額：55,400千円
(事業実施主体) 社会福祉法人　光寿会 平19年～20年建設工事
(建設予定地) 西17条南3丁目（柏林台病院跡地） 平20年6月供用開始予定
(施設概要) 鉄筋コンクリート造地上３階地下１階

床面積　5,399㎡ 
入所100床、通所20人

特定不妊治療費助成事業(拡充) 1,500 1,500 北海道特定不妊治療費助成事業に上乗せ分を拡充 (北海道の補助内容)
(変更内容 ) 　・1年度当り10万円、2回まで

　・通算5年支給

ESCO導入事業 1,768 1,768 平成20年度　ESCO事業実施

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

従来の条件付一般競争入札方
式にかわる「総合評価落札方
式」の導入

衛 生 費

公共施設へのESCO事業導入に向けて、事業者の選定・決定を
行う。
（対象施設）本庁舎、とかちプラザ

　　　1年度当り5万円　⇒　1年度1回5万円、2回まで

平成19年8月1日

　 ｴｽｺ
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

（　債務負担行為新規設定　） 旧産業技術センター併設施設を移転改築するもの (限度額)  6,500千円
  (実施主体)   (職)帯広地方職業能力開発協会
  (移転予定先)  西22条北2丁目 (総事業費)  340,000千円
                        十勝産業振興センター東側隣接地
  (敷地面積)　  2,532㎡
  (延床面積)　  1,500㎡
  (予算内容)    地耐力調査、基本設計

労 働 費

(仮称)帯広市職業能力開発センター
                                建設費補助金(新規)

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

H19 H20 H21 H22
地耐力調査 実施設計 建設工事
基本設計 雨水排水工事 設備整備

供用開始
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

農用地等集団化（交換分合）事業 10,574 9,064 1,510 中八千代地区（２年目、30戸）　400ha
道補助金 　・一般啓発、土地調査、計画原案作成 7,197千円職員費に計上

9,064

「食」の安全安心対策 「食」の信頼を回復し、安全安心を確保するための対策を推進

農畜産物の安全安心対策 60,000 60,000 生産者と消費者との相互交流による農業理解促進
基金繰入金 　・「食育」の講習会開催、小中学生を対象とした食育指導

10,000 安全・安心で良質な地元農畜産物の消費拡大
貸付金元利収入 　・「大朝市」の開催

50,000 生産現場における安全で良質な農畜産物生産の推進
環境に配慮した農業環境規範の啓発・普及

地元農畜産物の販路拡大促進 3,300 300 3,000 小規模加工の推進
基金繰入金 　・農業生産者による地場農畜産物の加工・販売の促進

300 牛乳・乳製品消費拡大事業
　・「飲む・食べる」「知る」「学ぶ・体験する」をキーワードとした
　　各種事業に支援
　　（牛乳スタンプラリー、農水省消費者の部屋でのＰＲ、
　　　酪農体験支援事業(新規)　外）

バイオマス構想推進 572 572 豆がら、選果場残さなどのバイオマス資源の利活用調査及び
基金繰入金 バイオマスタウン構想推進に向けた庁内推進体制の確立

572 （先進地調査　外）

補助対象経費となっている人件費

事 業 内 容 備 考

農 林 水 産 業 費

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

肉牛生産振興対策(新規) 600 600 品目横断的経営安定対策への移行、牛乳の消費低迷、減産
計画の実施等から酪農・畑作生産者の経営の多様化、公共
牧場の機能のあり方見直し等を検討
　・肉用牛の生産振興（酪農家の肉用牛放牧実証支援）
　・適正な飼養頭数の検討、牧場運営の多様化
　・ＴＭＲ（完全混合飼料）センター設置の検討
　・肉用牛生産振興検討会議設置
　（帯広畜産大学、川西・大正農協、農業改良普及センター、
　　家畜改良センター十勝牧場、生産者、市）

国際農業先進地実態調査・派遣事業(新規) 1,358 1,358 農業者自らが先進事例等を調査し長期的取り組みの方向性を
基金繰入金 検討・提案するための支援

1,358 　・派遣先 米国マディソン市
　・派遣者数 農業者　４名（1/2補助）

市職員　１名

八千代公共育成牧場整備事業 17,500 17,500 道農業開発公社事業（市負担1/2）
市債 　・草地整備改良 21.1ha ：35,000千円

17,500 　・隔障物整備 11.2km
　・牧場用機械施設整備 1台

農地・水・環境保全向上対策(新規) 2,096 2,096 農業の基盤となる農地・水・環境を保全するために取り組まれる 総事業費　8,384千円
地域共同活動への支援（市負担1/4） 畑地 12,000円/ha
　・以平地区（３年間支援）　　畑地　687ｈａ　草地　70ha 草地 　2,000円/ha
　・明渠排水路、農道点検、雑木処理等

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

道農業開発公社事業費
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

道営畑地帯総合整備事業 21,953 10,381 11,572 道営事業
道補助金 　・線事業（市負担２％） 道営事業費　88,700千円

5,081 　　明渠排水整備：調査・設計・用地買収
市債 　・面事業（市負担６．２５％） 道営事業費　81,300千円

5,300 　　土層改良、暗渠排水整備
：調査・設計・用地買収

・計画樹立　大正北地区
　・基本計画 川西西地区

110,732 110,732 (目的) 総事業費　370,650千円
道補助金   ・地域材の利用促進のための木材加工システムの充実及び
110,732     より付加価値の高い活用方法への転換を図る

  ・森林の永続的循環利用、原料の安定確保、雇用の増加、
　  化石燃料の消費減量に資する
(整備内容)
  ・木皮直焚ボイラー及び乾燥施設整備
  ・カラマツ２ピース積層柱加工施設整備
(補助先)
　・(株) サトウ

木材の新しい総合利用システムモデル事業
補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(新規)

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

川西北地区
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

馬産振興及び馬文化の継承(新規) 20,446 12,000 8,446 ばん系馬の生産振興及び馬文化の継承を図るための振興策
諸収入

12,000
ばん馬のリッキーを嘱託職員採用
　・リッキー号を帯広市で借入、各種イベント、小中学校・保育所
　　への訪問、触れ合い等により馬の歴史と文化を学ぶ

ばん系馬生産振興
　・ばんえい競馬入賞馬生産農家への報償

お祭りばんば
　・ばんばを着飾り市内平原通をパレードするイベント

中心部ばん馬馬車運行
　・駅発－中心市街地経由－競馬場着で日曜運行

北海道遺産関係資料整備・啓発
　・北海道の馬文化図録、北海道遺産ＤＶＤ購入

「ばん馬とふれあい」写生会・絵画展
　・小学生対象写生会、競馬場及び市民活動センター展示

「ばん馬と馬文化」展 教育費で予算計上
　・百年記念館、市民活動センターでの展示

十勝の馬文化探訪ツアー（住民活動課施設見学メニュー）
　・競馬場、管内生産者、資料館などを巡る

もっと知ってほしい「ばんえい競馬」の魅力
　・「赤べえ」の作者等による講演会、写真展、映画会の開催

備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

(仮称)帯広市中小企業振興協議会の設置 219 219 3月議会提案予定
(新規)

（構成）　　中小企業関係団体・学識経験者・支庁・市等
（会議）　　年3～4回

556 232 324  広告収入充当
雑入  寄附封筒による歳出減を充当

232
（開催時期）　第三四半期予定
（開催内容）　・情報提供・相談活動
（開催内容）　・講演会・パネル展
（開催内容）　・創業・起業等支援施策集の配布

1,000 1,000
基金繰入金

1,000
(開催期間)   平成19年6月～9月 毎週日曜日
(開催場所)   藤丸前交差点を中心とした十字路
(充実内容)
     ・事務局体制の強化
     ・広報活動(PR)の強化
     ・郊外商店街の参加
     ・管内町村の物産紹介

帯広まちなか歩行者天国
                         実行委員会補助金(新規)

まちなかに賑わいをもたらし、中心部の活性化・地域コミュニティ
の再生を図る

商 工 費

中小企業振興基本条例に基づき、行政と中小企業関係団体
が、地域経済の現況や地域産業の振興方策について協議する

(仮称)おびひろ・とかち創業・
                    起業支援フェアの開催(新規)

創業・起業支援機関が一堂に会し、希望者等への情報の提供・
相談を行うフェアの開催

左の財源内訳
事 業 内 容 備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

産業間連携促進経費

産業振興ビジョンの策定(新規) 5,950 5,950 地域産業の振興のため、新たな産業振興ビジョンの策定
  
(策定内容)   ・現状と課題
策定(内容)   ・中長期ビジョン
(策定内容)   ・産業立地基盤の整備など
(策定内容)   ・中小企業振興施策

(仮称)地場産品加工製造研究会負担金 1,050 1,050
(新規)

(調査内容)   ・十勝産小麦の需要調査
(調査内容)   ・製粉工場(小規模工場)の視察調査
(調査内容)   ・製粉の技術的課題解決
(調査主体)   (仮称)地場産品加工製造研究会
(構成員)  　　 企業・生産者・試験研究機関・市

駅前交通広場照明改良事業(新規) 8,000 8,000
基金繰入金

2,000
市債 (改良内容)   ・デザイン照明灯上部改良

6,000 (改良内容)   ・デザイン照明灯足元灯改良
(改良内容)   ・ベンチ足元灯改良

備 考

現行照明の照度アップを図り、高齢者・障害者等の利便を高め
るため改良するもの

地産地消や農畜産物を高付加価値化した地域ブランドの高まり
の中、十勝産小麦を使用したパン、ピザ、ラーメン等が商品化さ
れており、市内における製粉工場建設について、調査を実施

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

3,050 3,050 中心市街地活性化基本計画の推進に対する補助 平成19年3月   基本計画成案
基金繰入金 平成19年6月   認定申請

3,050 (補助内容)   ・タウンマネージャーの設置 平成19年9月   認定予定
(補助内容)   ・中心市街地活性化協議会運営経費
(補助内容)   ・市民・商店街協働型ソフト事業
(全体事業費)  9,100千円
(補助先)       帯広市中心市街地活性化協議会

平成19年2月   協議会設置予定

20,000 20,000 (開催日)  平成19年9月27日(木)～9月30日(日) (4日間) 前開催地 福島県郡山市
(主管)          (社)帯広青年会議所
(メイン会場)   北愛国交流広場
(参加者)       12,000人
(全体予算)    90,000千円

十勝市場ホームページ作成業務補助金(新規) 800 800

(補助先)   (社)帯広物産協会

備 考

中心市街地活性化基本計画推進事業補助金

(社)日本青年会議所
    第56回全国会員大会帯広開催補助金(新規)

帯広物産協会のホームページ上に十勝市場を創設し、十勝の
物産の紹介、販売を行う

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

（新規）
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

特殊舗装整備事業 300,000 283,700 16,300 特殊舗装打替工事
市債 　西25南2・9号線外51路線　　　　　　L＝9,170ｍ
283,700

オーバーレイ工事
　川西・上清川基線線　　　　　　　　　L＝1,650ｍ　　　

道路側溝整備事業 50,000 47,500 2,500 側溝整備工事
市債 　西19南5・13、25号線外2路線　　　L＝530ｍ

47,500

道路新設改良費 359,104 341,160 17,944 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 2,900千円職員費に計上
166,360 路　　線　　名 施　　工　　区　　間 　　　事　　　業　　　内　　　容　　　等

市債 西16南1・西6号線 西16～17条北1丁目 L＝220ｍ、W=18ｍ、用地補償費
174,800 光南・東3号線 東8条南21丁目～東9条南22丁目 L＝035ｍ、W=21ｍ（完了）

西19南5・1号線 西19条南5丁目 L＝270ｍ、W=16ｍ
西10号南線 西20条南2丁目 L＝214ｍ、W=30ｍ（完了）
南22丁目西甲線外 大通南22丁目～西2条南22丁目外L＝325ｍ、W=5.5～20ｍ
南3線乙線 西25条南3～4丁目 L＝250ｍ、W=18ｍ

交通安全施設整備費 125,900 106,000 19,900 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 600千円職員費に計上

27,500 路　　線　　名 施　　工　　区　　間 　　　事　　　業　　　内　　　容　　　等
市債 柏林台・中央線 柏林台中町5丁目～南町5丁目 L＝150ｍ、W=20ｍ

78,500 柏林台・5号線 柏林台中町2～3丁目 L＝210ｍ、W=8.5ｍ（完了）
旧広尾道路甲線 大正町東2～3線 L＝560ｍ、W=1.5ｍ（完了）
川西・稲田西2線線 川西町西2線 L＝290ｍ、W=1.5ｍ
旧広尾道路乙線 泉町西11線 L＝420ｍ、W=1.75ｍ
稲田町西・49号線 西16条南39丁目 L＝210ｍ、W=2.5ｍ

事 業 内 容 備 考

土 木 費

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

都市計画道路整備費 708,000 683,928 24,072 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 6,000千円職員費に計上
336,000 路　　線　　名 施　　工　　区　　間 　　　事　　　業　　　内　　　容　　　等

道負担金 共栄通 西12条南4丁目 調査費、用地補償費
1,028 柏林台通 西16条南2丁目～柏林台東町1丁目 L＝270ｍ、W=18ｍ

市債 玄武通 西15条北3・4丁目～西16条北1丁目 調査費、用地補償費
346,900 弥生新道 西18条南40丁目 橋梁上部架設

北栄グリーンロード 西9条南3～4丁目 L＝180ｍ、W=36ｍ、用地費

（仮称）コンパクトで持続可能なまちづくり 11,500 11,500 『（仮称）コンパクトで持続可能なまちづくりビジョン』を策定
　　　　　　　　　　　　　　ビジョン策定（新規） 基金繰入金 するための経費

11,500 ・庁内策定委員会の設置
・まちづくり検討委員会の設置
・ビジョン策定委託外

稲田・川西地区新市街地開発事業 928,200 879,800 48,400 地区内工事 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 ・区画道路：L=1,081ｍ、W=8ｍ　L=168ｍ、W=10ｍ 4,200千円職員費に計上
375,000 ・区画道路：L=1,169ｍ、W=12ｍ 第4工区

道負担金 ・上水道炉：L=1,790ｍ A＝17.7ha
27,350 ・下水道炉：（雨水）L＝302m　（汚水）L=331m

雑入 ・街区公園：モモンガ公園
60,050 ・公共施設管理者負担金：まなび野公園、機関庫の川公園

市債 ・豊成小移転改築用地先行取得
380,900 　債務負担行為限度額：529,700千円

企業債 　平19：基本計画策定
36,500

地区外工事
・学園通：L＝263ｍ、W＝13.5ｍ、用地費、補償費
・青柳通：L＝400ｍ、W＝18.5ｍ、用地費、補償費
・（仮称）稲田3号橋：橋りょう整備、用地費、補償費
・機関庫の川：ふるさとの川整備

事 業 内 容 備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

21



主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

緑商第三土地区画整理事業 169,200 134,700 34,500 地区内工事
国庫補助金 ・区画道路：L＝115ｍ、W＝6ｍ・8ｍ

5,000 ・上水道：L＝520ｍ
市債 ・下水道：（汚水）L=440m　

90,500 ・助成金
企業債

37,700 地区外工事
内部留保資金 ・区画道路：L＝240ｍ、W＝8ｍ

1,500

公園整備費 350,548 308,500 42,048 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 3,452千円職員費に計上
150,000 公　園　名 施　　工　　場　　所 　　　事　　　業　　　内　　　容　　　等

市債 サケのふる里公園 西15条南36～37丁目 用地費（債解）　　A＝7,132㎡
158,500 緑ヶ丘公園 字緑ヶ丘 子どもゾーン、メイン園路

中島霊園 西20～22条北5丁目 調査費、用地費　A＝15,080㎡
（仮称）伏古別川公園（新規） 西14条北6丁目 施設整備、用地費
※緑ヶ丘公園：一部国庫債務負担行為（ゼロ国債）
　（平18債務負担行為設定）

帯広の森整備費 26,300 26,000 300 用地費0.2ｈa、園路実施設計、調査 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 用地取得進捗率（予定：97.4％） 4,200千円職員費に計上

10,000
市債

16,000

（仮称）帯広の森市民活動センター整備 2,000 2,000 基本設計
基金繰入金 （平20：実施設計　平21：整備）

2,000

事 業 内 容 備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝飛行場周辺の帯広の森づくり（新規） 2,000 2,000 伐採業務
財産売払収入 （伐採面積：約1.0ｈａ、支障木是正進捗率19.7％）

150 ・草原、里山、広葉樹の３つの制限高区域分けを行なう
基金繰入金

1,850

（仮称）新帯広の森スピードスケート場建設 1,088,600 1,078,100 10,500 本体工事、解体工事 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 継続費3ヵ年設定　平19：18％　平20：41％　平21：41％ 5,400千円職員費に計上
516,000 全体事業費：5,994,888千円

市債 ※平17～平21
562,100

＜関連予算＞（教育費計上）

76,100 76,100 （設置場所）　緑ヶ丘公園多目的広場
（利用期間）　11月～2月　（現リンクと同様）
（規　　　格）　400ｍリンク、走路幅9m（簡易アイスマット式）

大会合宿誘致・広告事業（新規） 2,810 2,810

（仮称）新帯広の森スピードスケート場の 1,616 1,616
利活用及びナショナルトレーニングセンター
誘致活動（新規）

（仮称）新帯広の森スピードスケート場建設
に係る代替リンク関連経費（新規）

・(仮称)新帯広の森スピードスケート場をはじめ、帯広の森体
育施設の利活用の増進を図るため大会合宿誘致活動を展開
・(仮称)新帯広の森スピードスケート場及び体育施設での広
告設置へ向け、設置場所・広告料等に関する調査を委託

(仮称)新帯広の森スピードスケート場の利活用及びナショナ
ルトレーニングセンターの指定などに向けた日本オリンピック
委員会（JOC）、北海道等への働きかけ

事 業 内 容 備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

（仮称）帯広市耐震改修促進計画策定（新規） 10,060 10,060 耐震改修促進計画の策定
国庫補助金 ・耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標

5,030 ・公共建築物の耐震診断実施状況の公表
基金繰入金 ・揺れやすさマップ・危険度マップの作成・公表

5,030 ・重点的に耐震化すべき区域の指定
・優先的に耐震化すべき建築物
・耐震化の促進施策など地域実情に応じた事業
・地域住民や市町村レベルでの関係団体等との連携による
普及啓発活動

公営住宅建替事業 864,953 864,953 補助対象経費となっている人件費
国庫補助金 5,400千円職員費に計上
305,178 団　地　名　等 構　　造　　等

基金繰入金 稲田団地（R1） 建設工事
107,875 継続費2ヵ年設定　平19：35％　平20：65％

市債 5階建　1棟　45戸
451,900

柏林台・稲田外構 柏林台西町（40戸）解体
柏林台東町（68戸）解体
土筆（30戸）解体

大空団地5街区 建設工事
継続費2ヵ年設定　平19：50％　平20：50％
2階建　4棟　48戸

ストック総合改善 柏林台南町：階段室・住戸内手摺設置（終了）
柏林台南町：住戸内段差解消（終了）
柏林台南町：緊急通報装置設置（終了）
公園東町：屋上防水（終了）
大空団地3街区：全面的改善基本設計（新規）
大空団地虹：住戸内改善
火災警報器設置：1,592戸（終了）

事 業 内 容 備 考事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

(仮称)新南出張所建設事業 328,000 320,000 8,000 (仮称)新南出張所建設(大空・南出張所の統合) 平成20年4月供用開始予定
市債 (建設予定地) 西17条南41丁目5
320,000 (施設概要) 鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積 2,093㎡
床面積 867㎡

(体制) 配置車両5台、人員26名

(仮称)おびひろ救命アシスト事業(新規) 445 445

交付要件
・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置していること

交付対象施設
・収容人員が500名以上で不特定多数の者が出入りする施設
・運動施設で収容人員が100名以上の施設
３カ年で59施設

・通りがかりの市民でもＡＥＤを活用した応急手当が速やかに
行える環境にあること

備 考

消 防 費

一定要件を満たした施設に対し協力証を交付し、救命率の向上
を図るとともに、応急手当に対する市民意識の向上、バイスタン
ダー養成の拡大を図る

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

・ＡＥＤ使用を含む救命講習受講済の従業員を複数確保して
いること
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

（仮称）帯広市学校教育振興計画策定（新規） 1,000 1,000

計画策定期間 平成19年度～平成21年度（3年間）
計画期間 振興計画 平成22年度～平成31年度（10年間）

推進計画 平成22年度～平成26年度（5年間）

特別支援教育の推進

特別支援教育補助員の配置（拡充） 28,974 28,974 平18　10人
平19　31人

特殊学級の開設（拡充） 4,000 4,000 情緒学級　13校⇒19校
　小学校　8校⇒13校

　小学校5校　豊成小、栄小、開西小、つつじが丘小、啓西小 　中学校　5校⇒ 6校
　中学校1校　四中
・知的学級の開設
　清川小、七中

生活介助員の配置（拡充） 41,817 41,817 平18 21人
平19 25人

教 育 費

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容 備 考

・「特別支援教室（仮称）」への発展を念頭に情緒学級の自校方
式を段階的に導入

車椅子・肢体不自由児童生徒に対して、個々の状態に応じ生活
介助員を配置

学校教育の目標と政策の基本方向を明らかにし、施策の推進を
図るとともに、教育基本法により各自治体での策定が求められ
ている「教育振興基本計画」に反映するため（仮称）帯広市学校
教育振興計画を策定

障害のある児童生徒を対象とする「特殊教育」から、学習障害
（LD）・注意欠陥多動性障害（ADHD）等の児童生徒を含め、一
人一人のニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行う「特
別支援教育」へ発展的に転換する国の施策に対応し、帯広市と
しての事業を展開

通常学級に在籍している学習障害（LD）・注意欠陥多動性障害
（ADHD）等の児童生徒により学級運営が困難な学校学級に対
し配置していた、従来の要支援学級補助員を特別支援教育補
助員へ業務内容を見直すとともに、人数を拡大して配置（10人
⇒31人）
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

学校図書館活性化支援事業（拡充） 1,200 1,200 継続：小学校20校、中学校8校

　栄小、開西小、愛国小、三中
※平成20年度までに小学校全校で実施となるよう１校前倒し

学校施設耐震化事業

稲田小学校屋体改築事業 4,000 4,000 稲田小学校屋体改築　建設備品 工事費は平18年度3月補正予算
（構　　　造） 鉄骨造平屋建一部2階建 計上予定(平19へ全額繰越明許)
（面　　　積） 1,381㎡ 事業費　352,200千円
（供用開始） 平成20年2月予定

屋体耐震補強 84,000 66,688 17,312 広野小、大正小、南町中
国庫補助金

27,788
市債

38,900

校舎耐震補強（新規） 12,000 12,000 大正小　実施設計

子ども安全ネットワークの構築（新規） 5,239 5,239

教員リーダー養成「21世紀」塾（新規） 564 564

新たな学校給食調理場の検討 342 342 整備へ向けた調査検討
　先進地視察 名古屋市(デリバリー方式)

岐阜県可児市(PFI建設・直営で運営）

備 考

学校での「軸」となるような、豊かな人間性をもった教師を養成す
るため、教育関係者以外の外部講師による研修を年5回実施

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

保護者や地域住民代表等に対し、不審者情報や災害情報など
緊急を要する情報を携帯電話のメール等により迅速かつ正確に
配信し、行動を促すことで児童生徒の安全を確保

学校図書館業務の充実、利用者への情報提供を行うために専
門員を設置
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

市民ギャラリーの整備（新規） 100 100 中心市街地活性化事業に位置付け、整備へ向け調査検討
（想定箇所）JR帯広駅地下スペース
（供用開始）平成20年度中を予定

動物園整備事業 220,000 165,000 55,000 サル舎工事 総事業費　279,321千円
市債 （構　　　造） 鉄筋コンクリート造平屋建 (継続費2カ年設定）
165,000 （面　　　積） 建物　276㎡、放養場　139㎡ チンパンジー4頭、マンドリル4頭

（供用開始） 平成20年7月予定 リスザル10頭

総合体育館整備事業（新規） 35,000 35,000 経年劣化対応改修 耐震診断結果
基金繰入金 ・第一体育室・観覧席非構造物（吊り物・結露受等）補強 平17調査D⇒平18調査C

8,800 ・外壁亀裂補修
市債

26,200

パークゴルフ場ＵＤ化事業（新規） 40,000 36,000 4,000
市債

36,000 （実施箇所） 十勝川公園パークゴルフ場(東4条北1丁目)
（改修内容） 車椅子対応駐車場整備、多目的トイレ設置
　　　　　　　 休憩施設設置、園路整備、段差解消、看板設置

指導者登録制度の見直し(拡充）

事　　　　　業　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事 業 内 容

・代替指導者を2名まで登録を認め、正規登録指導者が欠席し
指導できない場合で代替指導者が指導した場合に使用料を免
除する代替指導者制度を創設

高齢者や障害者が安心してプレーできるよう、既存パークゴルフ
場をUD化改修

・スポーツ団体が自主的に行う練習会等で、団体の団員数に応
じて指導者2人までの個人使用料を免除していたものを、団員
数14人につき1人に見直し

備 考
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

ばんえい競馬４市清算金 1,042,702 1,042,000 702 北海道市営競馬組合解散に伴う清算金 高等教育整備基金から借入
諸収入
1,042,000 清算事業費総額 4,170,811千円

(内訳)
平成17年度累積債務 3,136,240千円
平成18年度事業経費のうち 193,019千円

４月～５月支払分外
リース残債等 466,918千円
整理退職・助役退職金 372,561千円
公債費（一借利子） 1,536千円
事務費 537千円

・帯広市負担分 1,042,702千円
※4,170,811千円の1/4

左の財源内訳
事 業 内 容 備 考

諸 支 出 金

事　　　　　業　　　　　名 事業費
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

日帰り人間ドックの助成拡大（拡充） 15,875 15,875
国庫補助金

15,875

国保会計への保険料軽減繰入 299,636 299,636 保険料の据置

墓所整備 110,718 110,718 墓所整備　４㎡区画造成　一式 第２期～４期分を計画的取得
市債 用地取得　3.2ｈａ 平成19年度～25年度
110,700 用地調査等

使用料
18

農村下水道整備 56,100 55,539 561 下水道未整備地区の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を 平成18年度末　305基
分担金 図るため、合併処理浄化槽を設置　　　30戸

11,839
市債

43,700

国 民 健 康 保 険 会 計

事　　　　　業　　　　　名

中 島 霊 園 事 業 会 計

農 村 下 水 道 事 業 会 計

法改正により56万円となる上限
額を据置（53万円）

事業費
左の財源内訳

事 業 内 容 備 考

希望者の多い日帰り人間ドックの定員を拡大するもの

（内容）　助成対象者　400人→500人（100人拡大）
（内容）　助成額　31,750円/人（個人負担額　5,000円）
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

ばんえい競馬事業(新規) 11,578,753 11,528,753 50,000 ばんえい競馬帯広市単独開催
競馬事業収入

11,156,184 ＜一般財源＞
使用料 ばんえい競馬財政調整基金積立金　　　　　　　　　　　50,000千円帯広市財政調整基金より振替

79
手数料

1,500
財産運用収入

989
寄附金
152,093

基金繰入金
80,000

雑入
137,908

空港整備事業 24,122 14,750 9,372 誘導案内灯設置
国庫補助金 場周道路改良工事

10,000
道補助金

250
市債

4,500

左の財源内訳
事 業 内 容 備 考

空 港 事 業 会 計

ば ん え い 競 馬 会 計

事　　　　　業　　　　　名 事業費
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

第４次拡張事業 253,274 253,274 整備管路延長　　3,288m 平成19年度末水道普及率99.8%
国庫補助金 　幹線新設 390m

6,400 　配水管新設 2,898m
出資金

6,400
企業債
193,500

内部留保資金

46,974

配水管整備事業 589,772 589,772 整備管路延長　7,362m
国庫補助金
102,500

企業債
438,300

内部留保資金

48,972

緊急貯水槽整備 83,100 83,100 若葉地区 1基
国庫補助金 V　=　100㎥

23,700
出資金

23,700
企業債

35,700

備 考

水 道 事 業 会 計

事 業 内 容事　　　　　業　　　　　名
左の財源内訳

事業費
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公共下水道整備 367,000 349,750 17,250 汚水管整備 平成19年度末整備率
国庫補助金 新規敷設 495m 汚水整備率　97.9%

69,500 雨水整備率　41.3%
企業債 雨水管整備 （道路整備を含めた
276,900 新規敷設 2,065m 　雨水整備率　71.4%)

内部留保資金

3,350

合流式下水道改善事業 450,000 431,408 18,592
国庫補助金
225,000

企業債 平成19～20年継続事業
202,500 (継続費2カ年設定）

内部留保資金

3,908

処理場施設改良事業 77,010 76,804 206 帯広川下水終末処理場
国庫補助金 ・汚水ポンプ実施設計

38,500 ・汚水ポンプインバーター更新工事
企業債 ・機械濃縮設備実施設計

34,600 ・管理棟、電気棟、水処理施設、脱水棟耐震設計
内部留保資金

3,704

備 考

下 水 道 事 業 会 計

事　　　　　業　　　　　名 事 業 内 容
左の財源内訳

事業費

遮集管敷設 502m
スクリーン基本設計 7カ所
浸透施設 39カ所
終末処理場第２沈砂池新設工事 1カ所
(ポンプ場)
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主　要　事　業　調
（単位：千円）

特定財源 一般財源

（仮称）合併５０周年記念事業（新規） 22,100 22,100

（仮称）合併50周年記念地域振興補助金 （20,000） （20,000） （川西地区）
（総務費）

（大正地区）
大正市街地国道236号沿線街路灯整備

記念式典・写真展（総務費） （1,030） （1,030） 記念式典：11月1日文化ホール
写真展：9月～10月　本庁舎・大正農業者トレーニングセンター
　　　　川西農業者研修センター

ＮＨＫのど自慢（総務費） （640） （640） 11月25日文化ホール
地域の特産品などを併せて全国に紹介

ロビー展 （400） （400）
「（仮称）川西・大正と合併のころの帯広」

（教育費）

写真展・資料展 （30） （30）
「（仮称）川西・大正と合併のころの帯広」

（教育費）

モニュメント等の設置

図書館２階「郷土資料関連展示コーナー」において、村勢要覧・
写真パネル等を展示

ＤＶＤ（記念誌）の発行
パークゴルフ場、ゲートボール場の施設整備等

スポーツ振興（Ｖリーグの合宿誘致）
地域紹介マップの作成等

川西・大正・帯広の合併当時の町並みや暮らしを中心とした写
真、資料で多くの市民に紹介
百年記念館を核に、本庁舎、川西支所、大正支所を含めて持ち
回り展示を実施

備 考

帯広市・川西村・大正村の合併50周年（半世紀）という節目を市
民でお祝いするための記念（周年）事業を実施

（仮称）合併50周年記念事業

事　　　　　業　　　　　名 事 業 内 容
左の財源内訳

事業費
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